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  (百万円未満切捨て)

１．平成28年12月期第２四半期の連結業績（平成28年１月１日～平成28年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年12月期第２四半期 16,941 △4.1 513 45.2 257 △48.4 241 △37.7 

27年12月期第２四半期 17,673 3.5 353 △39.7 499 △5.9 387 △57.6 
 
（注）包括利益 28年12月期第２四半期 △2,306 百万円 （－％） 27年12月期第２四半期 602 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 
潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

28年12月期第２四半期 11.65 － 

27年12月期第２四半期 18.70 18.66 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

28年12月期第２四半期 69,327 56,976 80.3 

27年12月期 72,990 59,487 79.6 
 
（参考）自己資本 28年12月期第２四半期 55,704 百万円   27年12月期 58,130 百万円 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

27年12月期 － 0.00 － 25.00 25.00 

28年12月期 － 0.00      

28年12月期（予想）     － 25.00 25.00 
 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無    

 
３．平成28年12月期の連結業績予想（平成28年１月１日～平成28年12月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 32,500 △8.6 700 △11.4 500 △45.5 350 △13.0 16.88 
 
（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 有    

詳細につきましては、平成28年８月９日発表の「第２四半期累計期間の連結業績予想値と実績値との差異および通期連結業績予想の修正

に関するお知らせ」をご覧ください。 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 有    

（注）詳細は、【添付資料】３ページ「四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 有    
 

③  会計上の見積りの変更                        ： 無    
 

④  修正再表示                                  ： 無    

（注）詳細は、【添付資料】３ページ「会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧くださ
い。 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年12月期２Ｑ 20,750,688 株 27年12月期 20,750,688 株 

②  期末自己株式数 28年12月期２Ｑ 17,169 株 27年12月期 17,169 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 28年12月期２Ｑ 20,733,519 株 27年12月期２Ｑ 20,733,611 株 

 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。また、この四半期決算短

信の開示時点において、四半期財務諸表に対する四半期レビュー手続は終了しております。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたって

の注意事項等については、【添付資料】３ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くださ

い。 

 

（決算補足説明資料および決算説明会内容の入手方法） 

当社は、平成28年８月22日に証券アナリストおよび機関投資家向け決算説明会を開催する予定です。この説明会で配
布する決算説明資料については、同日TDnetにて開示するとともに、当社ホームページに掲載する予定です。 

 

※  金額の表示単位の変更について 

当社の四半期連結財務諸表に表示される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、第１

四半期連結会計期間および第１四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変更いたしました。なお、比較

を容易にするため、前連結会計年度および前第２四半期連結累計期間についても百万円単位に組替え表示しておりま

す。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国は緩やかな景気拡大が続いたものの、欧州では一部力強さ

を欠く展開となり、中国をはじめとした新興国でも減速傾向が続きました。また、国内経済は、企業収益や雇用情

勢が回復基調にあるものの、円高の進行や原油価格の下落、株式市場の低迷等、依然として先行きは不透明な状況

が続きました。 

 当企業グループを取り巻く事業環境は、全体として競合他社との競争が激化する状況で推移いたしました。この

ような中、太陽電池市場の需要が増加したほか、半導体市場および一般産業用市場は堅調に推移いたしました。一

方、ＬＥＤ市場およびカーボンブラシ市場の需要はやや低調に推移いたしました。 

 当企業グループにおいては、引き続き激化する競争環境の中、着実に利益を確保できる事業体質への転換および

将来の成長発展のための基盤整備を目的とした事業構造改革の諸施策に取り組んでおります。 

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は円高の影響により16,941百万円（前年同期比4.1％

減）となり、営業利益については円高による目減りや貸倒引当金の計上等があったものの限界利益の改善および固

定費の削減等により513百万円（同45.2％増）となりましたが、経常利益については為替差損の発生により257百万

円（同48.4％減）となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、詫間事業所および中国子会社にお

いて補助金収入の計上があったものの、繰延税金資産の取り崩しや多孔質炭素事業に関する一部製造設備において

減損損失を計上したことにより241百万円（同37.7％減）となりました。 

 

セグメント別の概況は以下のとおりであります。 (品目別の概況は「４．補足情報」をご参照ください。) 

 

日本 

 冶金用が堅調を維持したものの、ＬＥＤ用が低調に推移したほか、機械用カーボン分野の需要が弱含みで推移い

たしました。その結果、売上高は8,679百万円（前年同期比4.9％減）、営業利益は182百万円（同72.3％減）とな

りました。 

 

米国 

 冶金用の一部用途で伸び悩んだことに加え、エレクトロニクス関連が低調に推移した結果、売上高は1,368百万

円（同12.9％減）となりました。利益については、貸倒引当金繰入額135百万円の計上等もあり営業損失は235百万

円（前年同期は266百万円の営業損失）となりました。 

 

欧州 

 太陽電池用等のエレクトロニクス関連が堅調を維持したものの、冶金用および小型カーボンブラシが低調に推移

いたしました。その結果、売上高は1,569百万円（前年同期比5.2％減）、営業利益は16百万円（同68.9％減）とな

りました。 

 

アジア 

 カーボンブラシ関連および冶金用の一部用途が弱い動きを見せたものの、太陽電池用の設備更新需要が増加いた

しました。その結果、売上高は5,324百万円（同0.1％増）、営業利益は309百万円（同271.0％増）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ3,663百万円減少いたしました。これは主

に持分法適用会社の増加等により投資その他の資産が447百万円増加したものの、設備投資等により現金及び預金

654百万円の減少、受取手形及び売掛金1,410百万円の減少、たな卸資産1,002百万円の減少および減価償却費計上

等により有形固定資産が1,247百万円減少したこと等によるものであります。

 負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,152百万円減少いたしました。これは主に支払手形及び買掛金254百万円

の減少、有利子負債432百万円の減少および未払法人税等が313百万円減少したこと等によるものであります。

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べ2,510百万円減少いたしました。これは主に為替換算調整勘定が2,415百

万円減少したこと等によるものであります。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 当第２四半期連結累計期間において、売上高は円高の影響があったものの概ね予想値どおりで推移いたしまし

た。営業利益については円高による目減りや貸倒引当金の計上等があったものの限界利益の改善および固定費の削

減等により予想値を上回りましたが、経常利益については為替差損の発生により予想値を下回りました。また、親

会社株主に帰属する四半期純利益は、繰延税金資産の取り崩しや多孔質炭素事業に関する一部製造設備において減

損損失を計上したものの、詫間事業所および中国子会社において補助金収入の計上があったことにより予想値

△150百万円に対し241百万円となりました。 

 また、通期につきましても、当第２四半期連結累計期間の実績および為替や市場の動向、また国内営業所統廃合

等の事業構造改革の実施計画等を踏まえ、販売計画および利益計画を見直した結果、平成28年２月12日に公表いた

しました業績予想を修正いたします。（第３四半期以降の想定為替レート：100円/US$、115円/EUR、15円/人民

元）

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によってお

ります。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

企業結合に関する会計基準等の適用 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離

等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結

累計期間および前連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)およ

び事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

 

たな卸資産の評価基準および評価方法の変更 

当企業グループにおけるたな卸資産（半製品、仕掛品（素材））の評価方法は、従来、主として移動平均法に

よる原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりましたが、第１四半期連結

会計期間より主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）へ変更し

ております。 

この変更は、たな卸資産の原価管理を適時かつ精緻に行い、より適正なたな卸資産の評価および期間損益計算

を行うことを目的としており、新たに導入した原価計算システムの本稼働を契機として行うものであります。 

過去の連結会計年度については個別法による単価計算を行うために必要な在庫受払記録を保持していないた

め、この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を算定することは実務上不可能であります。そのため、前

連結会計年度末におけるたな卸資産の帳簿価額を第１四半期連結会計期間の期首残高として、期首から将来にわ

たり個別法を適用しております。 

なお、この変更による影響は軽微であります。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,627 10,973 

受取手形及び売掛金 13,047 11,636 

商品及び製品 7,061 6,473 

仕掛品 7,778 7,459 

原材料及び貯蔵品 2,168 2,072 

その他 1,556 1,799 

貸倒引当金 △428 △319 

流動資産合計 42,810 40,094 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 8,680 8,878 

機械装置及び運搬具（純額） 10,774 9,910 

土地 5,869 5,789 

建設仮勘定 1,076 471 

その他（純額） 615 720 

有形固定資産合計 27,016 25,769 

無形固定資産 1,174 1,027 

投資その他の資産 1,989 2,436 

固定資産合計 30,180 29,232 

資産合計 72,990 69,327 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,408 2,154 

電子記録債務 1,083 1,067 

短期借入金 1,453 1,409 

未払金 1,775 1,390 

未払法人税等 403 89 

賞与引当金 384 256 

その他 3,829 4,290 

流動負債合計 11,338 10,658 

固定負債    

長期借入金 1,215 827 

退職給付に係る負債 140 137 

資産除去債務 261 262 

その他 547 464 

固定負債合計 2,164 1,692 

負債合計 13,503 12,351 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,692 7,692 

資本剰余金 9,534 9,534 

利益剰余金 37,932 37,991 

自己株式 △59 △59 

株主資本合計 55,100 55,159 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 111 62 

為替換算調整勘定 2,893 477 

退職給付に係る調整累計額 25 5 

その他の包括利益累計額合計 3,030 545 

新株予約権 102 100 

非支配株主持分 1,254 1,170 

純資産合計 59,487 56,976 

負債純資産合計 72,990 69,327 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 17,673 16,941 

売上原価 13,555 12,667 

売上総利益 4,118 4,274 

販売費及び一般管理費 3,764 3,761 

営業利益 353 513 

営業外収益    

受取利息 42 35 

受取配当金 5 6 

為替差益 40 －

通貨オプション益 15 127 

持分法による投資利益 － 49 

その他 89 106 

営業外収益合計 193 325 

営業外費用    

支払利息 26 12 

為替差損 － 546 

その他 21 22 

営業外費用合計 47 581 

経常利益 499 257 

特別利益    

固定資産売却益 5 49 

投資有価証券売却益 1 － 

補助金収入 41 747 

受取保険金 86 12 

新株予約権戻入益 － 1 

特別利益合計 134 811 

特別損失    

固定資産売却損 0 0 

固定資産除却損 8 18 

減損損失 － 290 

特別損失合計 8 309 

税金等調整前四半期純利益 625 760 

法人税等 268 392 

四半期純利益 357 368 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△30 126 

親会社株主に帰属する四半期純利益 387 241 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 357 368 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 17 △48 

為替換算調整勘定 200 △2,633 

退職給付に係る調整額 26 △20 

持分法適用会社に対する持分相当額 － 28 

その他の包括利益合計 244 △2,674 

四半期包括利益 602 △2,306 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 579 △2,243 

非支配株主に係る四半期包括利益 22 △63 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 625 760 

減価償却費 1,871 1,786 

減損損失 － 290 

持分法による投資損益（△は益） － △55 

退職給付に係る資産又は負債の増減額 △86 △75 

賞与引当金の増減額（△は減少） △90 △105 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △38 86 

受取利息及び受取配当金 △48 △41 

支払利息 26 12 

為替差損益（△は益） △40 139 

固定資産除売却損益（△は益） 2 △31 

投資有価証券売却損益（△は益） △1 － 

売上債権の増減額（△は増加） 433 279 

たな卸資産の増減額（△は増加） 421 248 

仕入債務の増減額（△は減少） 679 254 

その他 △377 △896 

小計 3,379 2,653 

利息及び配当金の受取額 48 52 

利息の支払額 △24 △11 

法人税等の支払額 △503 △422 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,900 2,272 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △2,402 △1,811 

定期預金の払戻による収入 2,368 2,246 

有形固定資産の取得による支出 △1,507 △1,144 

有形固定資産の売却による収入 4 52 

無形固定資産の取得による支出 △195 △41 

投資有価証券の取得による支出 △84 △6 

その他 9 △10 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,806 △715 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △829 86 

長期借入金の返済による支出 △752 △371 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △16 △11 

自己株式の取得による支出 △0 － 

配当金の支払額 △457 △516 

非支配株主への配当金の支払額 △24 △21 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,080 △832 

現金及び現金同等物に係る換算差額 26 △754 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △959 △30 

現金及び現金同等物の期首残高 9,061 7,147 

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,101 7,116 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２ 
  日本 米国 欧州 アジア 計 

売上高              

外部顧客への売上高 9,126 1,570 1,656 5,319 17,673 － 17,673 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,945 45 17 59 3,067 △3,067 － 

計 12,072 1,615 1,673 5,378 20,741 △3,067 17,673 

セグメント利益又は

損失（△） 
658 △266 54 83 529 △175 353 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去およびセグメント間未実

現利益消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 地域に関する情報 

（単位：百万円）

 
日本 北米 欧州 アジア その他 計

  うち中国

売上高 6,874 1,535 1,830 7,325 4,366 107 17,673

割合（％） 38.9 8.7 10.4 41.4 24.7 0.6 100.0

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、地理的近接度により国または地域に分類しております。

２．各区分に属する主な国または地域

（１）北米………米国

（２）欧州………フランス、ドイツ、イタリア

（３）アジア……中国、台湾、韓国

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれんに関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２ 
  日本 米国 欧州 アジア 計 

売上高              

外部顧客への売上高 8,679 1,368 1,569 5,324 16,941 － 16,941 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,043 80 15 65 3,204 △3,204 － 

計 11,723 1,448 1,585 5,389 20,146 △3,204 16,941 

セグメント利益又は

損失（△） 
182 △235 16 309 273 239 513 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主にセグメント間取引消去およびセグメント間未実

現利益消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 地域に関する情報 

（単位：百万円）

 
日本 北米 欧州 アジア その他 計

  うち中国

売上高 6,800 1,370 1,745 6,932 4,863 92 16,941

割合（％） 40.1 8.1 10.3 40.9 28.7 0.6 100.0

（注）１．売上高は顧客の所在地を基礎とし、地理的近接度により国または地域に分類しております。

２．各区分に属する主な国または地域

（１）北米………米国

（２）欧州………フランス、ドイツ、イタリア

（３）アジア……中国、台湾、韓国

 

３. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれんに関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失） 

          （単位：百万円） 

  日本 米国 欧州 アジア 合計 

減損損失 290 － － － 290 

「日本」セグメントにおいて、多孔質炭素事業に関する一部製造設備の販売計画が当初想定を下回る見込み

となった結果、生産量の低下により稼働率が著しく低下した状態にあり、回収可能価額が帳簿価額を下回

ったことから減損損失を認識しております。
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（追加情報）

（法人税率の変更等による影響） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率等の引下げ等が行われることとなりました。 

なお、この変更による影響は軽微であります。

 

 

（重要な後発事象）

（減損損失の発生について） 

当社は、平成28年８月９日開催の取締役会において、経営の効率化・合理化を目的に当社が保有する営業所の統

廃合により、つくば営業所および静岡営業所を閉鎖することを決議いたしました。 

これにともない、当連結会計年度の第３四半期連結会計期間において、特別損失85百万円を計上する見込みであ

ります。 
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４．補足情報

（１）品目別の受注および販売状況

   ①受注金額 

                                              （単位：百万円） 

  平成27年12月期 平成28年12月期 

品 目 １Ｑ ２Ｑ ２Ｑ累計 ３Ｑ ４Ｑ 年度合計 １Ｑ ２Ｑ ２Ｑ累計 

特殊黒鉛製品 3,942 3,757 7,699 3,466 3,498 14,664 3,710 3,035 6,746 

一般カーボン製品 

（機械用カーボン分野） 
815 841 1,657 636 660 2,953 806 756 1,562 

一般カーボン製品 

（電気用カーボン分野） 
1,427 1,430 2,857 1,326 1,344 5,528 1,223 1,064 2,288 

複合材その他製品 2,645 3,019 5,665 2,201 2,735 10,602 2,106 2,236 4,342 

合 計 8,831 9,048 17,879 7,630 8,238 33,748 7,846 7,092 14,939 

（注）前四半期以前に外貨建てで受注したもので、当四半期中の為替相場の変動による差異については、当四半期

受注金額に含めております。

 

 

   ②受注残高 

                                              （単位：百万円） 

  平成27年12月期 平成28年12月期 

品 目 １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ 

特殊黒鉛製品※２ 5,628 5,575 5,607 5,727 5,567 5,231 

一般カーボン製品 

（機械用カーボン分野） 
422 437 382 424 441 459 

一般カーボン製品 

（電気用カーボン分野） 
1,133 1,177 1,130 1,237 1,067 886 

複合材その他製品 2,043 2,692 2,315 2,240 1,950 1,917 

合 計 9,228 9,882 9,436 9,629 9,026 8,495 

（注）１．前四半期以前に外貨建てで受注したもので、当四半期中の為替相場の変動による差異については、当四

半期受注残高に含めております。

※２．特殊黒鉛製品の受注残高には、中国高温ガス炉(ＨＴＲ－ＰＭ)向けの受注分が含まれております。な

お、当四半期の受注残高には3,206百万円含まれております。
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   ③品目別販売実績 

                                              （単位：百万円） 

  平成27年12月期 平成28年12月期 

品 目 １Ｑ ２Ｑ ２Ｑ累計 ３Ｑ ４Ｑ 年度合計 １Ｑ ２Ｑ ２Ｑ累計 

特殊黒鉛製品 3,699 4,413 8,112 3,679 3,759 15,551 3,996 3,631 7,627 

 

【エレクトロニクス分野】 1,241 1,514 2,755 1,066 1,216 5,038 1,574 1,291 2,866 

【一般産業分野】 2,021 2,439 4,460 2,167 2,136 8,765 1,981 1,955 3,936 

【その他】 436 459 896 444 406 1,747 440 383 824 

一般カーボン製品 

（機械用カーボン分野） 
818 813 1,631 699 702 3,033 791 766 1,557 

一般カーボン製品 

（電気用カーボン分野） 
1,283 1,404 2,687 1,374 1,317 5,380 1,291 1,219 2,511 

複合材その他製品 2,295 2,436 4,732 2,609 2,844 10,186 2,458 2,261 4,719 

 

【主要３製品】 1,992 2,128 4,120 2,285 2,468 8,874 2,162 1,960 4,123 

【その他製品】 302 308 611 324 376 1,312 295 300 596 

商品 350 159 509 311 586 1,407 247 278 525 

合 計 8,446 9,227 17,673 8,674 9,210 35,558 8,785 8,156 16,941 

 

 

（２）概況

特殊黒鉛製品 

 エレクトロニクス分野は、中国において太陽電池用の設備更新需要が堅調に推移する等、前年同期を若干上回り

ました。 

 一般産業分野は、連続鋳造用が低調に推移したほか、放電加工電極用が弱い動きを見せる等、前年同期を下回り

ました。 

これらの結果、特殊黒鉛製品全体においては、前年同期を下回りました。 

 

一般カーボン製品 

 機械用カーボン分野は、パンタグラフ用すり板が堅調に推移したものの、軸受の需要が伸び悩む等、前年同期を

若干下回りました。 

 電気用カーボン分野では、クリーナー用の需要が横ばいだったものの、電動工具用が低調に推移する等、前年同

期を下回りました。 

 

複合材その他製品 

 SiC(炭化ケイ素)コーティング黒鉛製品は、半導体用が低調に推移したほか、ＬＥＤ用の需要が減少する等、前

年同期を下回りました。C/Cコンポジット製品は、国内外において工業炉用の拡販が進展したことに加え、半導体

用・太陽電池用が好調を維持したことから、前年同期を上回りました。また黒鉛シート製品は、エレクトロニクス

関連が好調に推移したほか、自動車用が底堅く推移する等、前年同期を上回りました。 
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